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研究成果の概要（和文）：本研究は、企業や組織の社会的責任（ＣＳＲ）を実践する媒体として

スポーツが有効であるとの仮説について、以下の研究成果を得た。第 1 は、ＣＳＲの基礎理論

と成果指標開発に関して、ＣＳＲからソーシャル・キャピタル（ＳＣ）、そしてグローバル・コ

ンパクト（ＧＣ）までの概念展開ができたこと。第 2 は日本各地や中国、韓国の調査で知見が

得られたこと、第 3 に、成果発表として書籍出版の展望と 4 つの学会発表を行えたことである。 
 
研究成果の概要（英文）：This study obtained the following three results about the 
hypothesis that sports were effective as a medium for corporate social responsibility 
(CSR) practices. First, for a basic theory and the result index development, we made 
concept progress from CSR to social capital (SC) and Global Compact (GC). Second, 
we found various facts about CSR activities through variable investigations in Japan, 
China, and South Korea. Finally, we accomplished publication preparation and four 
academic presentations as results reports. 
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研究分野：社会科学 
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メディアスポーツ報道、ソーシャル・キャピタル、企業スポーツ、大学スポーツ、

グローバル・コンパクト、スポーツ施設、朝原プロジェクト 
 
１．研究開始当初の背景 
 ２１世紀に入ってから、企業の社会的責
任（ＣＳＲ）に関する議論が活発に行われ
るようになったが、議論の盛り上がりに反
して、社会での浸透スピードは速いとは言
えない。これは、企業尾においてＣＳＲに
ついての議論が規範論に止まっているため
にその成果を客観的に評価し難いというこ
とと、そもそも利益相反への対応が必要で

あり、ステイクホルダーのニーズに バラン
スよく配慮する必要性があることに起因し
ている。 
 この２つの課題を解決するためには、現
実的方策を伴い、かつ、利益相反に対して
弁証法的な克服を可能にする媒体が必要で
ある（相原・石井・伊吹、2007）。そこで
この媒体として適切であると我々が考えた
のがスポーツであった。企業にとってのス



ポーツは、単なる「広告塔」としての存在
を超え、エキサイトメント性、倫理観・道
徳観のメタファーとしての存在、組織内コ
ミュニケーション円滑化のツール、ステイ
クホルダー間の「共感」を統合する媒体、
等々といった点において、ＣＳＲを推進す
る際の有効な媒体となる可能性が高い（相
原・石井・伊吹、2007）と考えた。ただし、
研究開始当初では、その実践方法が明らか
になっているとは言えず、その成果指標の
開発も綯われているとは言えなかった。 
 なお、経済産業省（2001：12）は、「ス
ポーツ資源」として、「競技者、指導者、
施設、ノウハウ、資金等」を挙げ、「企業
スポーツ資源の消失は、直接的間接的にわ
が国のスポーツ体制の基盤を脆弱化させ
る」としており、ビジネス商材としての価
値はもちろん、企業スポーツの社会的価値
についても言及していた。 
 本研究は、これらの観点から、企業スポ
ーツについての新しい機能を提示し、それ
によって社会的な厚生の増大に寄与するも
のである。我々は、2005年4月より日本広報
学会「スポーツ広報の現状と可能性」研究
会を開催し、ＣＳＲとスポーツの関係につ
いての予備的な議論と調査を行ってきてい
た。本研究は、これまでの研究会での議論
の延長線上に位置し、より本格的な研究を
行おうとするものであった。 
  
＜参考文献＞ 
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２．研究の目的 
 本研究は、スポーツを媒体とした企業の社
会的責任（ＣＳＲ）実践の可能性について知
見を得ることを目的とし、その理論的基礎の
構築を目指すものであった。 

ＣＳＲについて、その本質とスポーツが持
つ倫理性・道徳性・公共性という情的価値の
同一性に着目し、両者を関連させることによ
って、従来のＣＳＲ研究では得られなかった
新しい角度からのＣＳＲ実践の具体的方策
を提示することができる。そのことにより、
過去「広告塔」としての位置づけしかされて
こなかった企業スポーツはもちろん、その方
向性を見失った感がある大学スポーツにも
新たな機能提示が可能となる。 

かくしてスポーツを媒介とした企業のＣ
ＳＲ実践によって企業価値を高めるととも
に、企業スポーツ、大学スポーツの復権と社
会的厚生の増大にも寄与することができる。 

本研究では、以下の３点を明らかにするこ
とを目的とした。 
（１）ＣＳＲと経営成果（トリプルボトムラ
イン）に関する先行研究を整理し、スポーツ
を媒体としたＣＳＲの成果指標を開発する。 
（２）先進的な取り組み事例（野球、アメリ
カンフットボール、サッカー、ラグビー、駅
伝、等）についてインタビュー調査を実施し、 
スポーツを媒体としたＣＳＲ実践方法を探
り、仮説を導出する。 
（３）上記２点を踏まえ、企業におけるス

ポーツを媒体とするＣＳＲ推進の実態と効

果について明らかにし、如何にすればスポー

ツを媒体としたＣＳＲ実践が可能となるかに

ついて、知見を取りまとめる。 
 
３．研究の方法 
本研究は、以下の 3方法で進めてきた。 
（１）文献研究：企業のＣＳＲに関する各種
文献を収集し、現在のＣＳＲ研究がどういう
位置にあるかを探るとともに、その理論基礎
構築のための方法論開発に寄与する論理構成
を系統的に集約することに取り組んだ。内外
の CSR、スポーツ、メディア報道等の文献を
収集し、研究分担者伊吹勇亮（京都産業大学）
が中心となって進めた。 
（２）定性調査：研究会を年に４～６回開催、
及び実情視察を日本のみならず中国、韓国ま
で範囲を広げて、企業のＣＳＲと企業スポー
ツ・大学スポーツの実態、及び行政、国家の
取り組み状況に関してリサーチを展開してき
た。研究分担者の横山勝彦（同志社大学）が
主担当を務め、連携研究者や多彩な研究協力
者の参加により多彩な調査ができた。 
（３）研究成果発表：研究成果を公表・発表
して社会に還元しようと務めた。研究代表者
の川戸和英（大同大学）が主担当・調整役を
務めた。大きな柱である出版事業は残念なが
ら期限内に間に合わせることができなかった
が、学会発表は大小さまざまな機会で行うこ
とができた。 
 
４．研究成果 
（１）ＣＳＲ理論と成果指標構築にむけて： 
 21 世紀に入って頻発した「企業不祥事」に
対して、企業への信頼回復への切り札とされ
たのがＣＳＲであった。瞬く間にＣＳＲ議論
は高まりを見せたが、総論的な経営理念領域
での議論が一定の成果発表まで展開されたに
もかかわらず、実践領域の議論は進んでいな
かった。そこで我々は、ＣＳＲ実践の有力な
媒体としてスポーツを取り上げた。ＣＳＲの
本質とスポーツが持つ倫理性・道徳性・公共
性という情的価値の同一性に注目し、両者を
関連させる基礎理論構築を目指した。 



スポーツに先進的に取り組んでいる企業、
大学、メディア、行政へのヒアリング調査、
及び各種文献を通じて浮び上がった理論と成
果指標構築への展望は、一人ＣＳＲ論領域だ
けではなく、更なる概念との連携・結合を必
要とすることが見えてきたことである。 
 ＣＳＲ概念を展開・結合すべき領域のひと
つは、「ソーシャル・キャピタル（ＳＣ）」で
ある。ＣＳＲ実践として企業・大学・行政が
スポーツ活動に取り組むことは、単にその企
業や組織のためだけではなく、そこに参画す
る地域や関係者との間で「社会資本」として
のコミュニティが形成されることである。そ
のことによって単に企業や組織が社会や地域
から信頼を得るだけでなく、スポーツ制作の
上からも、選手育成はもちろんのこと、市民
がスポーツに関わって楽しんだり健康増進ま
でもが可能となったりと、有意義な環境が整
備されることにもなる。 
 このＳＣとＣＳＲとの結合した研究は、ふ
たつの研究会を立ち上げた。まず第 1 は、日
本広報学会の自由研究で、本研究の研究協力
者の石井智（大阪ガス、同志社大学）を主査
とした「スポーツ施設におけるコミュニケー
ションとソーシャル・キャピタル」研究会を
発足させ、今、既に２年目の研究が開始され
ている。ＳＣに関しては、施設整備が重要な
課題となって浮上してくる。実は各スポーツ
団体において施設に関して研究し開発しよう
としている団体は少ないことから、この研究
は今後重要な意味を持ってくると考えられる。 
 第２の研究は、日本スポーツ政策学会にお
いて、スポーツ政策をＳＣだけでなく、ＣＳ
Ｒとコミュニケーションの領域をもカバーす
る研究に展開できる可能性を示していること
である。行政、企業、大学がスポーツ政策を
展開する上で、目標と課題がより鮮明になる
ことが期待できる。 
 今ひとつのＣＳＲ概念を展開・結合できる
領域は、「グローバル・コンパクト（ＧＣ）」
である。ＧＣは、国連が 2000 年 7 月に発足さ
せた自発的なイニシアティブで、「各企業・団
体が責任ある創造的なリーダーシップを発揮
することによって社会のよき一員として行動
し、接続可能な成長を実現するための世界的
な枠組み作りに参加するための自発的な取り
組み」である。それが掲げる社会的責任の１
０項目の基本原則に賛同する各企業・団体の
トップ自らが署名し、コミットすることによ
ってその実現に向けて努力を継続すすること
を謳っている。すでに日本では、日本サッカ
ー協会、日本プロゴルフ協会などのスポーツ
団体やキッコーマン、フジゼロックスなどの
企業、そして川崎市が署名している。この研
究は、研究分担者の横山勝彦（同志社大学）
を研究代表とした「スポーツを通じた GC2.0
展開に関する国際比較研究」を本年よりス

タートさせ、既に実態調査を開始している。 
 以上のことから明らかなように、我々が着
想したＣＳＲ実践の媒体としてのスポーツの
可能性研究から、ＳＣ、ＧＣへと新たな概念
や実践を通じて企業や団体、大学の社会的責
任実践の理論構築と成果指標構想が発展する
ことができたのである。 
（２）実態調査報告 
 本研究のもうひとつの柱は定性調査であっ
た。研究期間内にヒアリング調査できたのは
以下の通りである。 
①2008 年 8 月、北海道日本ハムファイターズ
の球団経営とＣＳＲについて、同球団社長の
藤井純一氏にヒアリング。北海道の住民やフ
ァンに向けた多彩な活動を展開している。 
②2008 年 10 月、テレビのスポーツ報道につ
いて、NHK 解説委員室副委員長の山本浩氏か
ら、NHK 及び東京民間放送局のスポーツ報道
の現状と課題の報告を受けた。激しい視聴率
競争が人気スポーツ報道に偏る現状が浮び上
がった。 
③2008 年 11 月、同志社大学で開催された「オ
リンピックと国づくり・地域づくりのシンポ
ジウム」で、東京オリンピック招致委員会メ
ンバー、オリンピックメダリストの朝原宣
治・奥野史子選手などの参加で、オリンピッ
クの価値、社会・経済効果、国際交流などの
点で大きな意義があること、東京が招致し開
催しようとしているオリンピックコンセプト
の報告を受けた 
④2009 年 3 月、同志社大学で開催された「ス
ポーツによるソーシャル・キャピタル形成の
可能性シンポジウム」では、森元総理、京都
府山田知事、ラグビー元日本代表大八木淳史
選手が参加し、スポーツ立国、国際交流、ス
ポーツを中心とした行政などが議論された。 
⑤福 2009 年 9 月、福岡本社の㈱ガーディア
ンシップヒアリング調査では、同社の北博典
社長から、体育会・スポーツ学生支援業務と、
スペインサッカー一部リーグバルセロナと提
携したバルセロナ日本少年サッカー教室につ
いてヒアリング。 
⑥2009 年 12 月、中国上海市にて、中国ミズ
ノ㈱大倉氏、中国藤田建設㈱相園氏、㈱マッ
クスパワー石橋氏を通じて、上海と中国のス
ポーツ事情を視察。国家挙げてのスポーツ指
導体制について認識を得られた。 
⑦2010 年 8 月、韓国釜山市で開催された釜山
広告祭に参加し、韓国の広告と冬季オリンピ
ック招致の戦略等について情報収集。 
 
 以上、国内はもとより、中国、韓国へと調
査地域を拡大して、有意義な情報収集ができ
た。これらの調査が、ＣＳＲ実践の媒体とし
てのスポーツの可能性研究を、理論構築とし
てはＣＳＲからＳＣ、ＧＣへと展開するため
の知見を得るのに貢献したといえる。 



（３）研究成果発表 
 我々の研究成果発表は、1 冊の書籍出版（研
究期限内の出版はできなかったが、2011 年 6
月に出版）と 4 回の学会発表である。以下を
参照されたい。 
 なお研究成果との関連で、大阪ガス㈱が、
北京オリンピック銅メダリストの朝原宣治が
主宰し青少年の育成、トップアスリート育成
を目指す陸上クラブ、「NOBY TRACK & 
FIELD CLUB」を、2010 年 4 月に設立して、
同社の社会貢献活動を進めている。現在 160
名の会員で構成されていることを付記してお
く。 
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